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事 務 連 絡

平成28年５月19日

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部） 御中

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後期 高齢者 医療 主管課 ( 部 )

厚生労働省保険局医療課

疑義解釈資料の送付について（その３）

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（平成28年厚生労働省告示第52号）等につい

ては、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（平成28年３

月４日保医発0304第３号）等により、平成28年４月１日より実施することとしていると

ころであるが、今般、その取扱いに係る疑義照会資料を別添１のとおり取りまとめたの

で、参考までに送付いたします。

なお、「疑義解釈資料の送付について（その１）」（平成28年3月31日付事務連絡）を別

添２のとおり訂正いたしますので、併せて送付いたします。



調剤 - 1

〈 別 添 １ 〉

調剤報酬点数表関係

【かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料】

（問１）かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の施設基準であ

る、「医療に係る地域活動の取組に参画していること」について、どのよう

に考えればよいか。

（答）「医療に係る地域活動の取組に参画していること」の要件についての考え方は、

次のような活動に主体的・継続的に参画していることである。

・地域包括ケアシステムの構築に向けた、地域住民を含む、地域における総合的

なチーム医療・介護の活動であること。

・地域において人のつながりがあり、顔の見える関係が築けるような活動である

こと。

具体的には、地域における医療・介護等に関する研修会等へ主体的・継続的に

参加する事例として以下のようなことが考えられる。

①地域ケア会議など地域で多職種が連携し、定期的に継続して行われている医療

・介護に関する会議への主体的・継続的な参加

②地域の行政機関や医療･介護関係団体等（都道府県や郡市町村の医師会、歯科医

師会及び薬剤師会並びに地域住民に対して研修会等サービスを提供しているそ

の他の団体等）が主催する住民への研修会等への主体的・継続的な参加

（問２）上記の活動のほかに、「医療に係る地域活動の取組に参画していること」

に該当するものはあるのか。

（答）本来の地域活動の取組としては、上記のような考え方に基づく活動に薬局の薬

剤師として積極的に参画することが求められるが、以下のような事例も当面の間

は要件に該当すると考えられる。

なお、薬局として対応している場合は、届出に係る薬剤師が関与していること

が必要である。

・行政機関や学校等の依頼に基づく医療に係る地域活動（薬と健康の週間、薬物

乱用防止活動、注射針の回収など）への主体的・継続的な参画（ただし、薬局

内でのポスター掲示や啓発資材の設置のみでは要件を満たしているとはいえな

い。）

・行政機関や地域医師会、歯科医師会、薬剤師会の協力のもとで実施している休

日夜間薬局としての対応、休日夜間診療所への派遣

・委嘱を受けて行う学校薬剤師の業務 等



調剤 - 2

（問３）上記の考え方を受けて、かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包

括管理料の施設基準に適合していたが、本年４月には施設基準の届出を受理

されていない又は届け出ていなかった保険薬局について、本年５月以降のか

かりつけ薬剤師指導料等の算定の取扱いはどのようになるのか。

（答）今回示した考え方により、かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括

管理料の施設基準に適合する場合には、施設基準を届け出ることで、かかりつけ

薬剤師指導料等の算定は可能である（それに伴い、基準調剤加算の施設基準に適

合する場合も同じ）。また、本年５月に届出を行った場合は、届出受理日から算

定することは差し支えない（ただし、６月以降に届出を行った場合については、

通常どおり、届出日の属する月の翌月１日から算定する取扱いとなる）。



歯科 - 1

〈 別 添 ２ 〉

歯科診療報酬点数表関係（その１訂正）

【手術：抜歯手術】

（問34）乳歯に対して難抜歯加算を算定して差し支えないか。

（答）乳臼歯の歯根が後継永久歯の歯冠歯根を包み込んでおり、抜歯が必要と判断し、

歯根分離をして乳臼歯を抜歯した場合及び骨癒着が著しく、骨の開削又は歯根分

離術を行う必要性が認められる場合に限っては算定して差し支えない。

なお、算定に当たっては、診療報酬明細書の「処置・手術」欄の「その他」欄

に「難抜歯加算」と記載し、点数及び回数を記載する。

【歯冠修復及び欠損補綴：支台築造】

（問38）後継永久歯が先天的に欠如している乳歯に対する全部金属冠の歯冠形成、

硬質レジンジャケット冠の歯冠形成及び窩洞形成については、支台築造を

算定して差し支えないとなっているが、この場合に限り窩洞形成に際して

の支台築造が可能と考えるのか。

（答）貴見のとおり。

問38については、削除とする。

【歯科矯正：歯科矯正診断料、顎口腔機能診断料】

（問43）歯科矯正診断料及び顎口腔機能診断料の算定時期について、歯科矯正を

「開始したとき」から「開始するとき」に変更になったが、開始する前に

算定してもよいのか。また、模型調製制については変更になっていないが、

取扱いは変わらないという理解でよいか。

（答）診断を行った時であれば、歯科矯正を実際に開始する前であっても算定して

差し支えない。また、模型調製制についても、歯科矯正診断料及び顎口腔機能

診断料と同様の取扱いとする。


